[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]（別紙２）その１                                                     
	入札参加資格確認資料（基本事項）

　　　　　　　　　　　　　 　　商号又は名称　　　　　　　　　　


	民事再生手続開始又は会社更生手続開始の申立ての有無
【※共通事項１(1)エ又は１(2)イ①関係】
該当する□に印を付する
こと。(以下同じ)
	□民事再生手続開始又は会社更生手続開始の申立てがなされている。

□上記に該当するが、再生計画認可又は更生計画認可の決定を受けている。

□いずれの申立てもなされていない。

	資本関係又は人的関係のある建設会社の有無
（入札説明書８(1)アに掲げる①、②又は④に該当する建設会社又は役員の有無）
【※共通事項１(1)ク又は１(2)イ③関係】
	□あり　　※「あり」の場合は、「資本関係及び人的関係に係る状況届」
（（別紙２）その１－１を併せて提出すること。）


□なし

	事業協同組合への所属の有無
（入札説明書８(1)アに掲げる③に該当する関係の有無）
【※共通事項１(1)ク又は１(2)イ③関係】
	□所属している
（所属組合名：　　　　　　　　　　　　　　　）
※所属している場合は所属組合名（例：○○建設業協同組合）
を（　）に記載のこと。

□所属していない

	本工事の業種に係る建設業の許可区分
【※共通事項１(1)ケ又は１(2)イ④関係】
	□特定建設業

□一般建設業

	本店等
所在地
【※共通事項１(1)ケ又は１(2)イ④関係】
	本店等
区分
	□本店

	
	所在地
	

	本工事の業種に係る格付け等級
【※共通事項１(1)コ又は１(2)イ⑤関係】
	土木一式工事
	□Ｓ等級　　□Ａ等級　　□Ｂ等級
□Ｃ等級　　□Ｄ等級

	社会保険等の
届出義務の履行状況
【※共通事項１(1)カ又は１(2)イ①関係】
	健康保険
	□加入又は適用除外（届出義務なし含む）　□未加入

	
	厚生年金保険
	□加入又は適用除外（届出義務なし）　　　□未加入

	
	雇用保険
	□加入又は適用除外（届出義務なし）　　　□未加入

	暴力団員等との関係状況
【※共通事項1(1)キ又は1(2)イ①関係】
	□愛媛県暴力団排除条例に定める暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）である。（役員等がこれに該当する場合を含む。）
□暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者である。（役員等がこれに該当する場合を含む。）
□暴力団員等又は暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者が事業活動を支配する者である。
□上記のいずれにも該当しない。

	備　　　考
	


　注１　共同企業体の場合は各構成員ごとに作成のこと
　　２　押印を要しない。


（別紙２）その１－１                                                      


資本関係及び人的関係に係る状況届




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　



１　資本関係に係る事項
(1) 会社法第２条第４号の親会社
	商号又は名称
	本店所在地
	許可番号

	
	
	

	
	
	







(2) 会社法第２条第３号の子会社
	商号又は名称
	本店所在地
	許可番号

	
	
	

	
	
	







(3) 会社法第２条第４号の親会社を同一とする子会社の関係を有する会社
	商号又は名称
	本店所在地
	許可番号

	
	
	

	
	
	








２　人的関係に係る事項

	他社と兼任している役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	許可番号
	役職

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	











注１　共同企業体の場合は各構成員ごとに作成のこと。
２　該当がない場合は、本様式（（別紙２）その１－１）の提出は必要ない。
３　「２　人的関係に係る事項」については、役員及び民事再生法第64条第２項又は会社更生法第67条第１項の規定により選任された管財人について記入すること。


（別紙２）その１－２
年　　月　　日　

　南予地方局長　大﨑　陳洋　様

住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　
　代表者氏名：　　　　　　　　　　印　　

誓　　　約　　　書

下記の理由により、令和８年２月６日付で入札参加者の公募公告のありました「南道維第５号他　（一）久良城辺線他　土木施設年間維持工事」の競争入札に関し、当社は、○○保険法第○条に規定する届出の義務を有する者には該当しません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
以上のことについて、誓約します。

記
（健康保険・厚生年金保険）
　□従業員５人未満の個人事業所であるため。
　□従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所であるため。
　□その他の理由





　（その他の理由を選択した場合）
　　　　　　年　　月　　日、関係機関（○○年金事務所○○課）に問い合わせを行い判断しました。

（雇用保険）
　□役員のみの法人であるため
　□その他の理由





　（その他の理由を選択した場合）
　　　　　　年　　月　　日、関係機関（ハローワーク○○　○○課）に問い合わせを行い判断しました。

注１　本様式（（別紙２）その１－２）については、入札説明書７(２)に掲げるところに従い、社会保険等の届出の義務を有しない者で、直近の経営事項審査結果通知書の写し等、適用除外であることが確認できる資料を提出することができない場合に提出すること。（該当ない場合は提出の必要はない。）
